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平成 24 年３月期通期業績予想との差異 

及び中期経営計画『「ＦＫ１４ベストプラクティス」 

～さらなるＣＳＲの実現を目指して～』（平成 24～26 年度）策定のお知らせ 

 

 平成 23 年 10 月 31 日に公表した平成 24 年３月期通期（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

の業績予想値と、本日公表の実績値において下記のとおり差異が生じましたので、お知らせいたしま

すとともに、このたび前中期経営計画（平成 20 年度～22 年度）『ＦＫ１０』の結果を踏まえて、平成

24 年４月スタートの新中期経営計画『「ＦＫ１４ベストプラクティス」～さらなるＣＳＲの実現を目指

して～』（平成 24～26 年度）を策定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 
Ⅰ．平成 24 年３月期通期業績予想との差異（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） 

(1)連結 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想

 

( A )

 

88,000 800 900 1,000 11.44

実 績 値 ( B )
 

88,402 918 1,002 1,281 14.67

増 減 額 (B-A) 402 118 102 281 

増 減 率 ( % ) 0.5 14.8 11.4 28.2 

(ご参考)前期実績 

(平成 23 年３月期) 
80,148 874 934 761 8.72

 

(2)個別 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想

 

( A )

 

86,000 600 750 850 9.73

実 績 値 ( B )
 

86,505 736 829 1,153 13.19

増 減 額 (B-A) 505 136 79 303 

増 減 率 ( % ) 0.6 22.8 10.6 35.7 

(ご参考)前期実績 

(平成 23 年３月期) 
78,298 716 791 673 7.70

 

 

 



(3)差異の理由 

当期の連結業績につきましては、売上高は、震災による売上数量減少の影響はあったものの、製品

販売価格の上昇から前回予想（平成 23 年 10 月 31 日発表）並みとなり、損益面では、営業利益・経常

利益ともに販売費及び一般管理費などの経費削減が進んだことから、前回予想を上回る利益を確保す

ることができました。また、当期純利益は、経常ベースの良化に加えて、被災した得意先の債権に対

して前期計上した貸倒引当金の戻入額を特別利益に計上したことなどから前回予想を大幅に上回りま

した。 
また、個別の業績差異につきましても連結と概ね同様の理由によるものであります。 
 
 
 

Ⅱ．新中期経営計画『「ＦＫ１４ベストプラクティス」～さらなるＣＳＲの実現を目指して～』（平成 24

～26 年度）の策定について 

 

 
1.中期経営計画の基本方針 

ベストプラクティスをキーワードに販売・管理両面において、より適切なプロセスを追求し、効率

的・効果的な事業運営を行ない、企業価値の向上を図るとともに強固な経営基盤を築くことを目指

します。加えて、未処理損失を早期に解消し、復配など本業を通じた更なるＣＳＲの実現を目指し

てまいります。 

 

 

計画の基本方針は以下のとおりであります。 

1）コア事業（石油事業）における販売数量の拡大と販路の安定化による収益基盤の強化 

2）グループ間のシナジー効果最大化による経営力の向上 

3）低炭素社会に向けた環境負荷低減に貢献する新たなビジネスの育成 

 

 
2.事業別施策 

1）石油事業 

・木目細かな供給ネットワークを活かした営業推進による既存顧客への拡販及び新規需要

家の獲得 

・特約店販売の拡充による安定的な販売の推進 

・復興需要に対応した東北地域における販売体制の強化 

2）ホームエネルギー事業 

・ＬＰＧ事業への適正投資と営業基盤の拡大 

・ＬＰＧ保安体制強化による顧客基盤の安定化 

3）レンタル事業 

・特色ある建設機械の導入によるシェア拡大 

・レンタル品目の充実と拠点ネットワーク活用による顧客の利便性向上 

 

 

 

 



3.財務環境の整備 

1）資本準備金の取崩しによる未処理損失の解消 

2）株式併合による発行済株式総数の適正化 （10 株を 1株に併合） 

3）株主の権利維持と市場流通性確保を目的とした単元株式数の変更 （1,000 株を 100 株に変

更） 

 

4.目標とする経営指標 

中期経営計画の最終年度である平成 26 年度において、連結ベースで下記数値目標を目指します。 

 

経常利益： 10 億円以上 

ＲＯＥ ： ７％以上 

 

 

 

 

【 参考 】 

連結  （単位:百万円）

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

売上高 100,000 105,000 106,000

経常利益 850 1,000 1,000

 

個別  （単位:百万円）

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

売上高 98,000 103,000 104,000

経常利益 750 900 900

以 上 

 

 


